
 

 Q1　運転者が運転する度に酒気帯びの有無を確認することが必要ですか？ 

 A1　安全運転管理者は、「運転しようとする運転者及び運転を終了した運転者」につ

いて酒気帯びの有無を確認することとされています。ここでいう「運転」とは、

一連の業務としての運転をいいます。 

安全運転管理者は、酒気帯びの有無について、当該運転者の状態を目視等で確

認するほか、アルコール検知器を用いて確認すること（以下「酒気帯び確認」と

いいます。）とされていますが、酒気帯び確認は、必ずしも個々の運転の直前又は

直後にその都度行わなければならないものではなく、運転を含む業務の開始前や

出勤時及び終了後や退勤時に行うことで足ります。 

 

 Q2　直行直帰の場合にも安全運転管理者が対面で酒気帯びの有無を確認する必要が

ありますか？ 

A2　酒気帯び確認の方法は対面が原則ですが、直行直帰の場合その他対面での確認

が困難な場合にはこれに準ずる方法で実施することができます。具体的には、運

転者に携帯型アルコール検知器を携行させるなどした上で、 

①　カメラ、モニター等によって、安全運転管理者が運転者の顔色、応答の

声の調子等とともに、アルコール検知器による測定結果を確認する方法 

②　携帯電話、業務無線その他の運転者と直接対話できる方法によって、安

全運転管理者が運転者の応答の声の調子等を確認するとともに、アルコー

ル検知器による測定結果を報告させる方法 

等の対面による確認と同視できるような方法が考えられます。 

 

Q3　使用すべきアルコール検知器の性能は決まっていますか？ 

A3　アルコール検知器については、呼気中のアルコールを検知し、その有無又はそ

の濃度を警告音、警告灯、数値等により示す機能を有する機器であれば足りるこ

ととされています。安全運転管理者は、アルコール検知器を常時有効に保持する

こととされていることからアルコール検知器の製作者が定めた取扱説明書に基づ

き、適切に使用し、管理し、及び保守するとともに、定期的に故障の有無を確認

 し、故障がないものを使用しなければなりません。

 

Q4　運転者が個人で購入したアルコール検知器を安全運転管理者が使用してもよい

のでしょうか？ 

A4  酒気帯び確認に使用するアルコール検知器は、基本的には、自動車の使用者が購

入すべきものであると考えられます。ただし、各事業所の個別の事情により、個人

で購入したアルコール検知器を使用する必要がある場合には、安全運転管理者にお

いて、当該アルコール検知器が正常に作動し、故障がない状態であるかどうかの確

認を定期的に行うなど、安全運転管理者が「常時有効に保持」するアルコール検知

器と同等の管理が行われているものに限り、個人で購入したアルコール検知器を使

 用することは差し支えありません。

 

 



Q5　出張により一時的に他の事業所で社用車を用いることになりますが、出張先の

事業所において酒気帯び確認をしてもらうことはできますか？ 

A5  自動車の使用者が他の自動車の使用の本拠において安全運転管理者を選任して

おり、当該他の事業所において運転者が運転を開始し又は終了する場合、他の事

業所の安全運転管理者が運転者の状態を目視等で確認した上で、運転者に他の事

業所の安全運転管理者が保持するアルコール検知器を使用させて酒気帯び確認を

 することも可能です。

ただし、その結果を、他の事業所の安全運転管理者又は他の事業所の安全運転

管理者の下で運転者が、運転者が所属する事業所の安全運転管理者に報告してく

 ださい。

また、酒気帯び確認の結果について報告を受けた、運転者が所属する事業所の

安全運転管理者は、運転者が酒気を帯びていることを確認した場合には、自ら又

は当該他の事業所の安全運転管理者を介して、運転者に対して運転中止等の指示

 を行うことが必要です。

 

Q6　安全運転管理者以外の者が酒気帯び確認をすることは認められていますか？ 

A6  点呼による確認と同様、酒気帯び確認は安全運転管理者が行うことが原則です

が、安全運転管理者が不在である、他の業務により酒気帯び確認を行う時間を十

分に確保できないなど、安全運転管理者による酒気帯び確認を適切に行うことが

できないおそれがある場合には、安全運転管理者が、副安全運転管理者、酒気帯

び確認の業務を委託した事業者その他安全運転管理者の業務を補助する者（以下

この問において「補助者」といいます。）に、酒気帯び確認を行わせることは差し

支えありません。 

ただし、補助者に酒気帯び確認を行わせる場合であっても、安全運転を確保す

 るために必要な対応が確実にとられるようにすることが必要です。

例えば、安全運転管理者があらかじめ補助者とする者を指定し、当該指定した

者に対し、酒気帯び確認の方法について指導・教育を行うとともに、  補助者が、

運転者が酒気を帯びていることを確認した場合には、安全運転管理者へ速やかに

報告し、必要な対応について安全運転管理者から指示を受け、又は、安全運転管

理者が運転者に対して、直接、運転中止等の指示を行うよう措置することが必要

 です。

 

Q7　酒気帯び確認をした場合に、どのような内容を記録すればよいですか？ 

A7　以下の内容を記録し、及びその記録を１年間保存してください。 

⑴　確認者名 

⑵　運転者の氏名 

⑶　運転者の業務に係る自動車の自動車登録番号又は識別できる記号、番号等 

⑷　確認の日時 

⑸　確認の方法（対面でない場合は具体的方法等） 

⑹　運転者の酒気帯びの有無 

⑺　指示事項 

⑻　その他必要な事項 



 

Q8　点呼による確認を行う事項とは、どのようなことですか？ 

 A8  以下の２点について、確認を行う必要があります。

 ①　自動車点検の有無

「自動車の点検」とは、運転しようとする自動車の運行前に行ういわゆ

る日常点検をいいます。点検箇所、点検項目等については、交通の方法に

関する教則（昭和53年国家公安委員会告示第３号）第４章第３節の１に規

 定された日常点検に係る点検箇所、点検項目等を参考にしてください。

 ②　正常運転をできないおそれの有無

運転者の顔の表情、全身の様子、言動等から、疾病、疲労、睡眠不足そ

の他の理由により安全な運転をすることができないおそれの有無を確認し

 てください。

 

Q9　運転者が運転する度に点呼による確認及び必要な指示を行う必要があります

か？ 

A9　安全運転管理者は、「運転しようとする運転者」について点呼による確認及び必

要な指示を行うこととされていますが、点呼等の実施は、必ずしも個々の運転の

直前にその都度行わなければならないものではなく、運転を含む業務の開始前や

 出勤時に行うことで足ります。

 

Q10  いわゆる緑ナンバー事業者においては、国（国土交通省）の認定を受けた機器

を使用した自動点呼が実施されていますが、白ナンバー事業者において同様の機

器を使用した点呼（酒気帯び確認を含む。）を行うことは問題ありませんか？ 

A10　自動点呼とは、「対面による点呼と同等の効果を有するものとして国土交通大臣

が定める方法を定める告示（令和５年国土交通省告示第266号）」に定められた機

能の要件を満たすものとして認定を受けた機器を使用して実施される点呼である

 と承知しています。

この自動点呼には、「業務前自動点呼」と「業務後自動点呼」がありますが、認

定を受けた機器を使用して実施される場合、対面による点呼と同視できると考え

られることから、白ナンバー事業者において同様の機器を使用した自動点呼を行

 うことは差し支えないと考えられます。

なお、自動点呼は、認定を受けた機器を使用して正しい方法で実施される必要

があることから、当該機器の機能の一部を使用しないような方法で行われるもの

は点呼とは認められないものと考えられます。


